
（添付資料）

４． 連 結 財 務 諸 表 等                                

比  較  連  結  損  益  計　算  書                                   

（単位：百万円）

期　　別 13年３月期 12年３月期  

自平成12年４月１日 自平成11年４月１日
増  減  金　額

至平成13年３月31日 至平成12年３月31日

  科　　目 金      額 百分比 金      額 百分比

％ ％

売 上 高 594,259 100.0 555,358 100.0 38,901

売 上 原 価 376,194 63.3 358,911 64.6 17,283

売  上  総  利  益 218,065 36.7 196,447 35.4 21,618

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 131,203 22.1 133,662 24.1 △ 2,459

試 験 研 究 開 発 費 42,513 7.1 36,605 6.6 5,908

営   業   利   益 44,349 7.5 26,180 4.7 18,169

支払利息（受取利息と純額） 111 0.0 750 0.1 △ 639

為 替 差 損 － 純 額 － 1,389 0.3 2,841 0.5 △ 1,452

そ の 他 費 用 － 純 額 － 2,812 0.5 1,553 0.3 1,259

税 引 前 純 利 益 40,037 6.7 21,036 3.8 19,001

法 人 税 等 17,318 2.9 9,048 1.6 8,270

（ 当 期 税 額 ） ( 22,720 ) ( 14,857 ) ( 7,863 )

（ 繰 延 税 額 ） ( △ 5,402 ) ( △ 5,809 ) ( 407 )

少 数 株 主 損 益 422 0.0 427 0.1 △ 5

当  期  純  利  益 22,297 3.8 11,561 2.1 10,736
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比  較  連  結  貸  借  対  照  表                                    

（単位：百万円）

期　　別 13年３月期 12年３月期  

(平成13年３月31日現在) (平成12年３月31日現在) 増  減  金　額

科　　目 金      額 構成比 金      額 構成比  

％ ％

（  資 産 の 部  ）

流  動　資　産 328,879 55.5 317,273 54.8 11,606

現金及び現金同等物 85,621 88,670 △ 3,049

短 期 投 資 0 6,300 △ 6,300

受取手形及び売掛金 133,798 130,355 3,443

貸 倒 引 当 金 △ 2,194 △ 2,001 △ 193

た な 卸 資 産 91,593 77,807 13,786

繰 延 税 金 12,186 9,026 3,160

そ の 他の流動資産 7,875 7,116 759

有 形 固 定 資 産 159,119 26.8 156,034 26.9 3,085

土 地 50,479 51,082 △ 603

建 物 及 び 構 築 物 113,414 110,330 3,084

機 械 そ の 他 132,945 129,639 3,306

建 設 仮 勘 定 5,680 3,933 1,747

減 価 償 却 累 計 額 △ 143,399 △ 138,950 △ 4,449

投 資 そ の 他 の 資 産 105,146 17.7 106,182 18.3 △ 1,036

関 連 会社に対する
投 資 及 び 貸 付 金

853 2,013 △ 1,160

投 資 有 価 証 券 57,500 69,397 △ 11,897

施 設 借 用 保 証 金 11,159 10,608 551

繰 延 税 金 17,986 6,415 11,571

そ の 他 の 資 産 17,648 17,749 △ 101

資  産  合  計 593,144 100.0 579,489 100.0 13,655

－
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（単位：百万円）

期　　別 13年３月期 12年３月期  

(平成13年３月31日現在) (平成12年３月31日現在) 増  減  金　額

科　　目 金      額 構成比 金      額 構成比  

％ ％

（  負 債 の 部  ）

流   動 　負   債 183,390 30.9 147,476 25.5 35,914

短 期 借 入 金 8,916 10,242 △ 1,326

支 払 手 形 及 び
買 掛 金 ・ 未 払 金

82,225 78,467 3,758

未 払 費 用 24,484 21,430 3,054

未 払 税 金 14,797 11,334 3,463

繰 延 税 金 579 590 △ 11

そ の 他の流動負債 26,049 24,151 1,898

１年以内に返済予定
の 長 期 債 務

26,340 1,262 25,078

長   期   債   務 32,327 5.5 59,082 10.2 △ 26,755

繰   延   税   金 23 0.0 3,725 0.6 △ 3,702

48,929 8.2 30,629 5.3 18,300

2,517 0.4 2,515 0.4 2

負 債 の 部 合 計 267,186 45.0 243,427 42.0 23,759

（  資 本 の 部  ）

資　    本　    金 64,082 10.8 64,082 11.1 0

資  本  剰  余  金 98,705 16.6 98,705 17.0 0

利  益  準  備  金 7,652 1.3 7,250 1.2 402

174,077 29.4 173,804 30.0 273

△ 17,346 2.9 △ 7,168 1.2 △ 10,178

△ 13,712 △ 20,998 7,286

△ 7,251 △ 7,251

3,617 13,830 △ 10,213

自　己　株　式 △ 1,212 0.2 △ 611 0.1 △ 601

資 本 の 部 合 計 325,958 55.0 336,062 58.0 △ 10,104

負 債 ・ 資 本 合 計 593,144 100.0 579,489 100.0 13,655

退職給付引当金

少 数 株 主 持 分

そ の 他 の 剰 余 金

為 替 換 算 調 整 額

△

最小退職年金債務調整額

その他の包括利益累計額

未実現有価証券評価益

△

△

△

－

－

－
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連 結 株 主 持 分 計 算 書                           

（単位：百万円）

項　　　　　目 資 本 金 資本剰余金 利益準備金

平成11年３月期末現在 64,079 98,702 6,811 166,020 △ 14,012 △ 342 

当 期 純 利 益 11,561 

配 当 金 △ 3,338 

利 益 準 備 金 繰 入 439 △ 439 

為 替 換 算 調 整 額 △ 9,044 

最小退職年金債務調整額 7,138 

未実現有価証券評価益 8,750 

ストックオプション用
自 己 株 式 の 取 得

△ 288 

ストックオプションの行使 19 

転 換 社 債 の 転 換 3 3 

平成12年３月期末現在 64,082 98,705 7,250 173,804 △ 7,168 △ 611 

当 期 純 利 益 22,297 

配 当 金 △ 3,284 

利 益 準 備 金 繰 入 402 △ 402 

為 替 換 算 調 整 額 7,286 

最小退職年金債務調整額 △ 7,251 

未実現有価証券評価益 △ 10,213 

ストックオプション用
自 己 株 式 の 取 得

△ 749 

ストックオプションの行使 148 

自 己 株 式 の 消 却 △ 18,338 

平成13年３月期末現在 64,082 98,705 7,652 174,077 △ 17,346 △ 1,212 

そ の 他 の
剰 余 金

その他の包括
利益(△損失)
累 計 額

自 己 株 式
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比較連結キャッシュ・フロー計算書                                
（単位：百万円）

期　　別 13年３月期 12年３月期  
自平成12年４月１日 自平成11年４月１日 増減金額

科　　目 至平成13年３月31日 至平成12年３月31日

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
1. 当 期 純 利 益 22,297 11,561 10,736
2. 営業活動によるキャッシュ・フローと
当 期 純 利 益 の 調 整
 (1) 32,217 31,445
 (2) 760 412
 (3) △ 3,703 △ 2,783
 (4) 2,460 2,072
 (5) 3,810 5,638
 (6) 4,990 5,778
 (7) △ 5,402 △ 5,809
 (8) 422 427
 (9)
 ① △ 5,593 2,507
 ② △ 13,320 △ 534
 ③ 875 △ 3,030
 ④

3,620 10,062
 ⑤ 3,438 2,633
 ⑥ 4,140 △ 585
(10) △ 215 28,499 132 48,365 △ 19,866

営業活動によるキャッシュ・フロー 50,796 59,926 △ 9,130

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
1. 短期投資及び投資有価証券の売却による収入 9,746 32,289 △ 22,543
2. 短期投資及び投資有価証券の取得 △ 5,761 △ 37,413 31,652
3. 資 本 的 支 出 △ 37,583 △ 31,146 △ 6,437
4. 施設借用保証金の減少（△増加） △ 538 1,456 △ 1,994
5. 有 形 固 定 資産の売却による 収入 1,953 1,081 872
6. 少 数 株 主 持 分 の 買 取 △ 182 △ 447 265

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 32,365 △ 34,180 1,815

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
1. 短 期 借 入 金 の 減 少 △ 1,371 △ 18,087 16,716
2. 長 期 債 務 の 増 加 715 775 △ 60
3. 長 期 債 務 の 返 済 △ 1,650 △ 3,102 1,452
4. 支 払 配 当 金 △ 3,337 △ 3,371 34
5. ストックオプション用自己株式の取得 △ 749 － △ 749
6. ス ト ッ ク オ プ シ ョ ン の 行 使 148 － 148
7. 消 却 の た め の 自 己 株 式 の 取 得 △ 18,338 － △ 18,338

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 24,582 △ 23,785 △ 797

Ⅳ 換 算 レ ー ト 変 動 の 影 響 3,102 △ 2,191 5,293

資 金 収 支 合 計 △ 3,049 △ 230 △ 2,819

期首現金及び現金同等物残高 88,670 88,900 △ 230

期末現金及び現金同等物残高 85,621 88,670 △ 3,049

営業活動によるキャッシュ・フローの追記
1. 支 払 利 息 の 支 払 額 1,765 1,980 △ 215
2. 当 期 税 金 の 支 払 額 19,257 12,543 6,714

キャッシュ･フローを伴わない投資及び財務活動の追記

1. 資 本 的 支 出 に 関 連 す る 債 務 1,803 3,467 △ 1,664

減 価 償 却 費

固 定 資 産 除 売 却 損
有 価 証 券 売 却 益

退 職 給 付 引 当 金
繰 延 税 金
少 数 株 主 損 益

資 産 ・ 負 債 の 増 減
受取手形及び売掛金の減少（△増加）

た な 卸 資 産 の 増 加
そ の 他 の 資 産 の 減 少

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 ･

未 払 税 金 の 増 加

未払費用及びその他流動負債の増加(△減少)

そ の 他 （ 純 額 ）

（△増加）

（ 純 額）
（ 純 額 ）

未 払 金 の 増 加

投資有価証券及びその他の資産の減損

貸 倒 損 失
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連結財務諸表作成の基本となる事項　　　　　　　　　　            

１．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項　　　　　　　　　　                       

① 連結子会社及び持分法適用会社の数

13年３月期 12年３月期 増　減

連 結 子 会 社 数　　　　　１３２ 　　　　　１２８ 　　　　　＋　４

持分法適用非連結子会社数　　　　　　　－ 　　　　　　　－ 　　　　　　　－

持分法適用関連会社数　　　　　　１１ 　　　　　　１２ 　　　　　△　１

合         計 　　　　　１４３ 　　　　　１４０ 　　　　　＋　３

② 主要会社名

連  結  子  会  社 ：オムロン熊本（株）、OMRON EUROPE B.V.

持分法適用関連会社 ：双立電機（株）

③ 連結範囲及び持分法の適用の異動状況

　　連結子会社

　　　（新規）　OMRON ELECTRONIC COMPONENTS PTE., LTD.  他９社

　　　（除外）　OMRON RESEARCH INSTITUTE,INC.           他５社

　　持分法適用関連会社

　　　（新規）　OMRON SHANGHAI COMPUTER CORPORATION  　  他１社

　　　（除外）　（株）ダイチ                             他２社

２．会計処理基準　　　　　　　　 

① たな卸資産

　たな卸資産は低価法（取得価額の算定方法は先入先出法による）により評価しています。

② 有価証券

　米国財務会計基準審議会（以下、ＦＡＳＢ）基準書第１１５号「特定の負債有価証券及び持分有価証券投資

の会計」に基づき、当社および子会社の保有する市場性のある有価証券は売却可能有価証券に区分され、未実

現損益を反映させた公正価額で評価をし、未実現損益は関連税額控除後の金額で資本の部に表示しています。

　売却可能有価証券のうち、その公正価額の下落が一時的でないものについては、正味実現可能額まで評価減

を行い、評価減金額は当期の損益に含めています。

　取得価額の算定は、移動平均法によっています。

③ 有形固定資産

　有形固定資産は取得原価で計上しています。減価償却費はその資産の見積耐用年数をもとに定率法（ただし、

海外子会社の一部は定額法）で算出しています。

④ 退職給付引当金

　ＦＡＳＢ基準書第８７号の規定に従って計上しています。

⑤ 会計上の見積

　連結財務諸表の作成にあたっては、期末日現在の資産・負債の金額、偶発的な資産・負債の開示および当該

期間の収益・費用の金額に影響を与える様々な見積りや仮定を用いており、実際には、これらの見積りと異な

る場合があります。

⑥ 現金及び現金同等物

　当社は現金および要求払預金のほか、取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い追加型公社債

投資信託の受益証券、定期預金、現先短期貸付金およびコマーシャルペーパー等を「現金及び現金同等物」と

定義しています。
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３．投資勘定と資本勘定の相殺消去　　　　　　　　　　　　　　　   

　親会社投資勘定と子会社資本勘定との相殺消去は、各取得日を基準とする段階法によっています。

この相殺消去によって発生した消去差額のうち、その発生原因が明らかなものはそれぞれの勘定科目に計上し、そ

の他の消去差額は５年均等償却しています。

４．未実現損益の消去　　　　　　　　　   

　未実現損益は全額消去し、持分比率に応じて少数株主持分に負担させています。

５．海外子会社の財務諸表項目の本邦通貨への換算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   

　海外子会社の財務諸表は、ＦＡＳＢ基準書第５２号の規定に基づいて資産・負債項目は決算日の為替相場、損益

項目は期中平均為替相場によって換算しています。

　なお、換算によって生じた換算差額は、為替換算調整額として資本の部に表示しています。

６．利益処分項目の取扱い　　　　　　　　　　　　 

　利益処分項目の取扱いは、繰上げ方式によっています。

７．ストックオプション制度の会計処理　　　　　　　　　　　　　　　　     

　当社は、当社の取締役および使用人が、権利付与日の市場価格を下回らない価格で当社の株式を当社から譲渡を

受けることができるものとするストックオプション制度を１１年３月期より導入しています。当社は、この会計処

理について、ＦＡＳＢ基準書第１２３号「株式に基づく報酬の会計処理」の規定において認められる、米国会計原

則審議会（ＡＰＢ）意見書第２５号「従業員に発行した株式の会計処理」を適用しています。その結果、権利付与

に伴う報酬コストは認識されず、ＦＡＳＢ基準書第１２３号の規定による権利付与日の公正価値に基づいて算出さ

れる報酬コストは僅少なため開示していません。

８．法人税等の会計処理　　　　　　　　　　　 

  ＦＡＳＢ基準書第１０９号に規定された資産・負債法による税効果会計基準を適用しています。

９．デリバティブ取引の会計処理

　当社および子会社は、デリバティブ取引（為替予約取引および通貨オプション取引）を外国通貨リスク管理のた

めに利用しています。ヘッジ会計は充足しないが、予定される取引に対するヘッジを目的とするデリバティブ取引

は、時価で評価し、評価差損益を為替差損益に含めて表示しています。

  また、子会社において長期債務の一部にかかる利息を対象にして、金利変動リスクの管理のために金利スワップ

取引を利用しています。金利スワップ取引に関して生ずる損益は支払利息に含めて表示しています。

  これらの取引の利用に関しては社内管理規定を設けており、当該デリバティブ取引利用の目的を、外貨建債権債

務に係る将来の為替相場の変動リスクおよび長期債務にかかる将来の金利変動リスクを回避する目的に限定してい

ます。また、社内管理規定に定められた方針に基づき、デリバティブ取引の実行および管理は理財本部長の責任権

限のもと財務担当部門にて行い、定期的に社長、監査役等に実施状況を報告しています。当社および子会社のデリ

バティブ取引の契約先はいずれも信用度の高い銀行であるため、相手方の契約不履行によるリスクは極めて少ない

と認識しています。

　なお、当社および子会社では特定の長期債権債務に係る為替予約（金利スワップを含む）取引を除き、１年を超

える長期契約および投機を目的とした取引は行わない方針です。

１０．１株当たり当期純利益の計算内容　　　　　　　　　 　                

  基本的１株当たり当期純利益は期中平均株式数、希薄化後１株当たり当期純利益は潜在株式の希薄化効果を加味

して算出しています。
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